
敷地周辺及び近傍の地質・地質構造について

１．茨城県原子力安全対策委員会 安全性検討

ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ(第2回)(補足説明) 平成26年12月9日(抜粋)

3頁～10頁

２．原子力規制委員会 第194回原子力発電所の新規制

基準適合性に係る審査会合 資料3-1 平成27年2月13日

12頁～109頁

1

１．茨城県原子力安全対策委員会 安全性検討

ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ(第2回)(補足説明) 平成26年12月9日(抜粋)

2



茨城県原子力安全対策委員会

東海第二発電所

安全性検討ワーキングチーム（第２回）

ご説明資料

（補足説明）

平成２６年１２月９日

日本原子力発電株式会社
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地質・地質構造（１／７）

2011年3月以降の新規制基準等を踏まえた評価の考え方

2011年東北地方太平洋沖地震に伴い，地殻変動による顕著なひずみの変化及び地震発生状況の

顕著な変化が敷地を含む広い範囲において認められた。

○地殻変動による顕著なひずみの変化

「東北地方太平洋沖地震（M9.0）による地殻変動」(国土交通省国土地理院)

○地震発生状況の顕著な変化

「地震年報」(気象庁)より「2011年東北地方太平洋沖地震発生前後のM4.0以下の地震の震央

分布図(20km以浅)」 を作成

これらの状況を踏まえて，2011年3月以前の調査結果に加え, 下記に該当する断層を安全評価上，

耐震設計において考慮する断層として取り扱うこととした。

○上載地層法＊で明確に後期更新世以降の活動が否定できない断層を評価対象とした。

○当該断層近傍で地震が集中して発生しているものは評価対象とした。

○近いものは同時活動を考慮して，つないで評価するものとした。

＊ 破砕帯を覆う地層（上載地層）の年代を特定することにより，破砕帯の活動時期を判断する方法を上載地層法と呼んでいる。
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断 層 名
長さ
（km）

地震
規模
Ｍ

等価
震源
距離
（km）

棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層，
棚倉破砕帯西縁断層（の一部），中
染付近，西染付近のリニアメントの
連動

42 7.5 37

関口－米平リニアメント 6 6.8※ 27

関谷断層

棚倉破砕帯西縁断層（の一部）

北方陸域の断層

中染付近，西染付近のリニアメント

棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層

Ｆ１断層

東海第二発電所

関口－米平リニアメント

宮田町リニアメント

竪破山リニアメント

検討用地震の選定に用いる内陸地殻内地震の諸元

地質・地質構造（２／７）

敷地周辺及び近傍

対象断層位置図

竪破山リニアメント 4 6.8※ 26

宮田町リニアメント 1 6.8※ 22

Ｆ１断層，北方陸域の断層の連動 44 7.6 28

Ｆ３断層，Ｆ４断層の連動 16 6.8 22

Ｆ８断層 26 7.2 26

Ｆ１６断層 26 7.2 30

Ａ－１背斜 20 7.0 22

関谷断層 40 7.5 92

関東平野北西縁断層帯 82 8.0 130

関東平野北西縁断層帯

Ｆ３断層，Ｆ４断層
Ｆ１６断層

Ａ－１背斜

Ｆ８断層

100km

東海第二発電所

30km

※ ： 長さの短い断層については，地震規模をM6.8として評価

連動を考慮する断層
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1978年 耐震設計審査指針2006年 (改訂)耐震設計審査指針

2013年 審査ガイド
2011年東北地方太平洋沖地震と
それに関連する事象から得られた知見を可能な限り反映

地質・地質構造（３／７）

・既存の地形図，地質図等の文献調査
・航空写真等を用いた活断層を含む地質調査
・地震探査，ボーリング調査，トレンチ調査

等の活断層調査

年 (改訂)耐震設計審査指針
最新の調査方法による
より詳細かつ入念な活断層調査

後期更新世
(13～12万年前)以降

５万年前以降 現在
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地質・地質構造（４／７）東北地方太平洋沖地震(M9.0)による地殻変動(水平) 
固定局：福江(長崎県)

国土地理院

「関東・中部地方は3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動が見られます。（国土地理院）」と

されている。東海第二発電所周辺の北茨城においては，156.0㎝の地殻変動量(水平)となっている。

茨城県
周辺拡大図
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地質・地質構造（５／７）東北地方太平洋沖地震発生前後 M4.0以下地震の震央分布図（20km以浅)
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発生後（気象庁，2011年3月～2012年8月）

2011年東北地方太平洋沖地震発生後，発電所北方の福島県と茨城県の県境付近及び発電所東
方の海域で，地震が集中して発生している。

発生前（気象庁，1997年10月～2011年2月）

：将来活動する可能性のある断層等

：後期更新世以降の活動がないものと判断される断層等

：将来活動する可能性のある断層等

：後期更新世以降の活動がないものと判断される断層等

8



地質・地質構造（６／７）

断 層 名
長さ
km

①

100km

東海第二発電所

30km
⑥

⑪

⑩

5km

○上載地層法で明確に後期更新世以降の活動が否定
できない断層を評価対象とした。

○当該断層近傍で地震が集中して発生しているものは
評価対象とした。

○近いものは同時活動を考慮して，つないで評価する
ものとした。

敷地周辺及び近傍

※ 変動地形の可能性のある地形を「リニアメント」という。

断層の同時活動を考慮した場合は「連動」と記す。

⑤
①

100km

東海第二発電所

30km

140.0°139.0° 141.0°

36.0°

②

③
④

⑦

⑨

⑧

⑥

⑪

⑩

5km

37.0°

連動を考慮する断層

①棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層，
棚倉破砕帯西縁断層（の一部），
中染付近，西染付近のリニアメントの連動

13⇒42
(延長)

②関口－米平リニアメント 6(新規)

③竪破山リニアメント 4(新規)

④宮田町リニアメント 1(新規)

⑤Ｆ１断層，北方陸域の断層の連動 44(新規)

⑥Ｆ３断層，Ｆ４断層の連動 16(変更無)

⑦Ｆ８断層 26(新規)

⑧Ｆ１６断層 26(新規)

⑨Ａ－１背斜 20(新規)

⑩関谷断層 40(変更無)

⑪関東平野北西縁断層帯 82(変更無)
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Ａ－Ａ´断面(南北断面)

・ 原子炉建屋等の基礎地盤である久米層は新第三系鮮新統であり，敷地全域に分布している。
・ ボーリングコア観察の結果，久米層に断層は認められない。久米層中には複数の鍵層がほぼ水平に連続

して分布している。

敷地内には「将来活動する可能性のある断層等」は存在しない。

Ａ´

地質・地質構造（７／７）

敷地内

鍵
層

鍵

Ｂ－Ｂ´断面(東西断面)

地質断面位置図

Ａ

Ｂ

Ｂ´

凡例

断面位置

鍵
層

鍵
層

鍵
層

砂丘砂層（砂）

沖積層（礫混じり砂）

沖積層（粘土）

沖積層（砂）

沖積層（砂礫）

段丘堆積物（シルト）

段丘堆積物（砂）

段丘堆積物（砂礫）

段丘堆積物（シルト）

段丘堆積物（砂礫）

風成火山灰層（ローム）

段丘堆積物（シルト）

段丘堆積物（砂礫）

久米層（砂質泥岩）

砂

砂礫

シルト

粘土

ローム

砂質泥岩

軽石質凝灰岩

細粒凝灰岩

鍵層(軽石質凝灰岩)

鍵層(細粒凝灰岩)

地層境界

ボーリング孔名

注:盛土・埋戻土は層厚が
小さいため表現していない。

地質凡例 柱状図凡例
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